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エネルギー＆温暖化対策に向けた取組み

平成２２年５月２８日

三菱重工業株式会社

中央環境審議会 地球環境部会
中長期ロードマップ小委員会殿

ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給 環境保全

持続的経済発展
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CO2排出量；47万ﾄﾝ

増減率

-6％削減予定

省エネ、設備更新、太陽電
池導入、燃料転換等を実施
するも、工場稼動率向上と

共にCO2排出量も増加。

更なる削減対策を
進める中、工場稼働
率が低下し、CO2排
出量が大幅に低下。

若干の
排出権
を購入
し、6％
削減を
達成す
る。

工場稼働
率向上と
共に、
CO2排出
も増加の
見込み。

CO2削減に
係わる当社
製品の製造
増加と共に
CO2排出も
増加の見込
み。

・当社全工場からのCO2排出量は、
工場稼働率に大きく依存し、
年間４５～55万トン

・工場から、原子力、高効率火力
発電、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等の低
炭素化製品を社会に提供

・これら製品の活用で、
年間約１億トンのCO2排出を削減

・今後、低炭素社会の進展と共に、
工場稼働率が向上してCO2排出
も増加予想。
しかしながら、当社製品が国内外
で活用されることにより、極めて
大きなCO2排出削減が可能

・低炭素化製品の増産に伴い、
CO2排出も増加しますが、
これら製品の活用による削減分
を考慮頂きたく。

三菱重工（全工場）の三菱重工（全工場）のCO2CO2排出量排出量
自主削減目標：1990年比6％削減（2008～2012年平均）
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エネルギー安定供給と環境保全の統合的推進エネルギー安定供給と環境保全の統合的推進

交通輸送
・MRJ、ｴｺｼｯﾌﾟ
・EV、ITS
・LRT、HSST

熱利用
・ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ、ﾀｰﾎﾞ冷凍機
・廃熱利用機器

電力貯蔵
・ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池

・脱塵、脱硫、脱硝他

・CO2回収装置、
CCS（地中/海洋貯留）

・CO2のﾊﾞｲｵﾏｽ固定等

原子力
エネルギー

再生可能エネルギー

電気、動力、熱、
光他の利用

エネルギー変換

エネルギー変換

化石エネルギー エネルギー変換 排出物削減、
貯留、無害化

・石炭、石油
・LNG、LPG
・非在来化石燃料

高効率化

・GTCC、USC、A-USC、IGCC

・高効率ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ

・燃料電池＋ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ

・産業/業務/運輸/民生部門

核エネルギー有効利用

・高速増殖、核融合

・核熱利用（高温ガス炉）

・信頼性、安全性向上

・核燃料リサイクル

・太陽（光/熱）、風力（陸上/
洋上）、地熱、水力

・波力、潮力
・バイオマス

・発電他

化石燃料
利用低減

原子力利用拡大

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
利用拡大

現在 将来
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【入力】
・部門別/用途別の活動量

・エネルギー価格

【入力】 ・基本エネルギーシステムの構造、
・各技術要素の性能、コスト、導入上限等

【出力】最適化された
エネルギーシステムの姿
（≒将来需給展望）

【入力】 ・排出制約の有無、制約値

●技術の構成
・一次エネルギー種別
・電源構成 等

●輸入エネルギー量
●CO2排出量
●エネルギーコスト

●技術の構成
・一次エネルギー種別
・電源構成 等

●輸入エネルギー量
●CO2排出量
●エネルギーコスト

＜目的関数＞
エネルギーシステムコスト最小化

＜目的関数＞
エネルギーシステムコスト最小化

構築シナリオ構築シナリオ
※MARKAL（MARKet
ALlocation） はIEAで開発され
たエネルギー需給シミュレー
ションの枠組み。

経済状況経済状況

エネルギー利用技術エネルギー利用技術

ＣＯ２制約ＣＯ２制約

経済状況、エネルギー利用技術、CO2制約の想定（入力）に対し、シミュレーションの全期
間におけるエネルギーシステムコスト最小化の最適解（出力≒将来需給展望）を導く

MARKAL※

統合予測ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの概要統合予測ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの概要

輸送 旅客 鉄道（10億人km）

民生 業務 動力（PJ）

産業 素材生産 粗鋼（百万トン）
セメント（百万トン）
・・・

ガラス他 動力（PJ）
加熱（PJ）
ボイラ（PJ）
・・・
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・経済は、現状趨勢の外需型・製造業主導で成長すると想定。
・原油価格は2030年に向け100ドル/バレルまで上昇し、他の燃料価格も上昇するとした。
・発電/産業/民生/運輸分野で、進化していくエネルギー革新技術と効率向上を想定。
・エネルギー利用機器の開発進展と普及に沿ったコスト低減を想定。

入力の想定入力の想定

資源価格

単位 米ドル/ 原油：バレル、LNG：MBtu、石炭：トン、ウラン：ﾎﾟﾝﾄﾞU3O8

・給湯器：従来機器との価格差はHP給湯器で17
万円/台、潜熱回収型ガス給湯器で7万円/台
(2020年)

民生

・乗用車：従来車との価格差はハイブリッド車で
5万円、電気自動車で130万円/台 (2020年)

運輸

・低温熱需要に対してはHP導入可能産業

・導入は2020年以降CCS

導入上限 25GW（2050年）風力発電

原子力発電

太陽光発電

・現行制度で最大に稼動させる→稼働率81％
・導入上限 91GW（2050年）

導入上限 101.9GW（2050年）

主な技術

原油

LNG

石炭

ウラン

経済成長
2005年 2020年 2050年

ＧＤＰ 540兆円 → 630兆円 → 680兆円

国民一人あたりＧＤＰ

420万円 → 520万円 → 710万円
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ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果／平均削減費用から見た目標レベルｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果／平均削減費用から見た目標レベル

・真水での15％削減のためには、ＣＯ２の削減制約の無いベースケースに比較して
2020年時点で、7兆円/年の追加費用と3.2億tの削減が必要。

・このときの平均削減費用は2.2万円/t-CO2。

※平均削減費用：2020年におい
て、ベースケースから、当該
削減レベルまでCO2を削減す
るために必要な費用増分を、
そのCO2削減量で除した値。

▲15％の平均削減費用
は約2万円/t-CO2

2020年断面のGHG削減量と平均削減費用※の関係

1990

2020

ベース
ケース

削減

真水のGHG削減量(対1990年GHG比）
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ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果／国外削減による負担軽減ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果／国外削減による負担軽減

・国際排出権取引等の国外削減も実施すれば、削減に係る負担を軽減できる。
・真水削減率15％での家庭負担額は年間平均9万円程度。

5%

20%

10%

15%

25%合計削減率

2%15%18%国外削減率

23%10%7%真水削減率
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※ 2020年時点の世帯数見通し
は5044万世帯

取引価格
2,000円/t-CO2の場合

排出量取引価格について；
・吸収源の取扱いや今後の中
期目標の国際合意により、
2020年時点の排出量取引
価格は大きく変動することが
予想される。

・実際についた最高水準は30
ユーロ（約4,000円）/t-CO2。
昨今のトレンドから、上記価
格の50％に相当する2000円
/t-CO2を想定。

2020年のGHG削減量と世帯負担額
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・先進国の制度・規格，実績・成果適用資源循環支援

・省エネ及びCO2削減の，「提案，設備
提供，維持・管理」サービス

エコエナジー
サービス供給

・原子力，再生可能エネルギー設備の
提供，維持・管理.

・石油代替燃料の製造・活用.

エコエナジー
技術・製品の

供給

対策技術・製品の活用事業分類

石炭のガス化複合発電，超臨界発電，
ガス化による石油代替品製造

ｸﾘｰﾝｺｰﾙ推進

高効率発電利用，省エネ設備，資源循
環利用，高効率輸送，モーダルシフト

広義の省エネ

高効率ガスタービン，複合発電，
自動車代替燃料合成（GTL，DME等）

天然ガスの利用
拡大

原子力，再生可能エネルギー、
二次電池

脱化石型の
電力利用促進

主な対策技術・製品分類

我国の技術による新興国の温暖化対策支援

新興国での
技術の活用

我が国での
技術の構築

我国及び当社が培った技術で、新興国のｴｺｴﾈｼﾞｰ機器や事業を支援していく。

・新興国との排出量取引や我が国支援資金も活用
・国内外のｴﾈﾙｷﾞ-供給事業者と連携

新興国の削減分

先進国の削減分

CO2削減対策あり

CO2換算億トン

発展途上国

先進国

800

600

400

200

0

CO2削減対策なし

我国の
削減成果
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最新鋭石炭火力技術の新興国での活用例

合弁企業名： L&T-MHI Boilers Private Limited
設立： 2007年4月18日 投資額： 約200M$
株式比率： L&T社*51％、当社49％
従業員数 ： 最終計画 約1,200名
技術供与：ﾎﾞｲﾗ設計製造技術（超臨界圧と超々臨界圧）

設計事務所: デリー

工場: ハジラ（ｸﾞﾞｼﾞｬﾗｰﾄ州）
2010年3月稼動、年産３GW

* L&T社 ： LARSEN & TOUBRO LIMITED
建設/ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ大手
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中国ハルビンボイラへのライセンス

インド合弁企業へのライセンス

阚山(Kanshan) (2007) 
600MWx2

26.2MPa, 605/603℃

泰州(Taizhou) (2007) 
1,000MWx2

26.2MPa, 605/603℃

河源(Heyuan) (2008) 
600MWx2

26.2MPa, 605/603℃

玉環(Yuhuan) (2006) 
1,000MWx4

27.5MPa, 605/603℃

鉄嶺(Tieling) (2008) 
600MWx2

26.2MPa, 605/603℃

蕪湖(Wuhu) (2008) 
660MWx2

26.2MPa, 605/603℃

営口(Yingkou) (2007) 
600MWx2

26.2MPa, 605/603℃

・海外企業が技術供与した中国３大ボイラーメーカ（東方、
上海、ハルビン）により高効率化が進んでいる。

・超臨界圧ボイラでは、ｱｼﾞｱ諸国で、中国ﾒｰｶとの競争
が益々激化
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ご清聴ありがとうございました


